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燕・弥彦総合事務組合水道局 

上下水道料金徴収業務及び漏水調査等業務委託仕様書 

 

 

Ⅰ 総 則 

第１章 一般事項 

１ 目的 

 この仕様書は、燕・弥彦総合事務組合水道局（以下「委託者」という。）が委託する上下

水道料金徴収業務及び漏水調査等業務委託（以下「委託業務」という。）について必要な事

項を定める。 

２ 委託業務の区域 

 委託業務の区域は、燕・弥彦総合事務組合水道事業給水区域全域、並びに委託者が指示す

る区域とする。 

３ 委託業務の範囲 

 委託業務の範囲は次のとおりとし、業務の委託を受けた者（以下「受託者」という。）は、

別に定める委託契約書及び本仕様書（以下「仕様書等」という。）を遵守し、委託業務を履

行するものとする。なお、委託業務の業務量は別紙４のとおりである。 

 ⑴ 上下水道料金徴収業務 

  ① 窓口対応・届出等受付業務 

  ② 閉開栓・料金精算業務 

  ③ 検針業務（再調査を含む） 

  ④ 調定・収納に関する業務 

  ⑤ 納入通知書・収納に関する業務 

  ⑥ 業務報告 

⑦ 滞納整理業務 

  ⑧ 給水停止業務 

  ⑨ その他、①から⑧に附帯する業務 

 ⑵ 漏水調査及び水道管維持修繕補助業務 

  ① 窓口対応・届出等受付業務 

  ② 漏水調査及び修繕工事における立会業務 

  ③ 他工事に係る水道管の照会・回答及び現地立会業務 

  ④ 給水装置工事に関する受付補助業務 

  ⑤ その他、①から④に付附帯する業務 

４ 法令の遵守 

 受託者は、委託業務の履行にあたり、水道法、地方公営企業法、地方自治法、燕・弥彦総
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合事務組合水道給水条例、燕・弥彦総合事務組合下水道使用料徴収条例、燕・弥彦総合事務

組合水道局会計規程及びその他関係法令を遵守しなければならない。 

５ 委託業務監督者 

 ⑴委託者は、受託者又は第１２項に揚げる業務責任者等を指示監督するため、委託業務監

督者を選任する。 

 ⑵委託業務監督者は、経営企画課長とする。ただし、経営企画課長は、必要に応じて他の

職員を選任することができる。 

６ 委託業務監督者の役割 

 委託業務監督者は、次の各号に揚げる権限を有する。 

 ⑴ 受託者又は業務責任者に対する指示、承諾及び協議 

 ⑵ 仕様書等に基づく業務履行のための帳票類の承認 

 ⑶ 仕様書等に基づく業務履行状況の報告及び検査 

 ⑷ その他、委託者が指示する業務の連絡調整 

７ 委託業務の期間 

 ⑴ 委託業務の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までとする。 

 ⑵ 契約締結日から令和３年３月３１日までの期間は、業務開始のための準備期間とし、

期間内の日程及び内容については委託者と受託者との協議によるものとする。 

８ 業務の執行場所 

 委託業務の執行場所は、燕・弥彦総合事務組合水道局とし、必要な人員を配置するものと

する。 

９ 業務日及び業務時間 

 業務日及び業務時間は、基本として、次のとおりとする。ただし、業務上必要な場合及び、

委託者の依頼があった場合は、業務時間外又は休日であっても業務を行うこととする。 

 ⑴ 平日は、午前８時３０分から午後５時１５分までとし、給水停止実施日の対応につい

ては、水道局と協議のうえ行うものとする。 

 ⑵ 土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始（１２月２９日

から１月３日までの期間）は、休日とする。 

１０ 上下水道料金システム及び配水管・給水管システム 

 委託業務の遂行に使用するシステムは、現在、委託者に導入されている下記のシステムを

使用するもとする。 

 ⑴ 上下水道料金システム（以下「料金システム」という。）については、（株）ＢＳＮア

イネットの「ＭＥＲＣＵＲＩＥ」とする。 

 ⑵ 配水管・給水管システムについては、（株）オリスの「施設管理システム」とする。 

１１ 業務従事者 

 ⑴ 受託者は、自己の責任において、委託業務に従事する業務従事者（臨時に雇用する者

を含む。）を確保しなければならない。なお、増員及び欠員の補充については、受託者
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において募集し、採用するものとする。 

   なお、漏水調査等業務については、給水装置工事主任技術者を含む２名体制で業務に

あたることとする。 

 ⑵ 受託者は、業務従事者を雇用するにあたって、地元雇用に努めることとする。 

 ⑶ 受託者は、業務の実施にあたり、業務従事者（変更）届を委託者に提出しなければな

らない。 

１２ 業務責任者等 

 ⑴ 受託者は、業務従事者の中から仕様書等に定められた事項の処理にあたり、委託業務

の管理運営のために常駐配置できる業務責任者１名及び副業務責任者１名以上を選任

し、委託者に届けなければならない。 

 ⑵ 漏水等調査業務については、給水装置工事主任技術者１名以上を選任し、委託者に届

けなければならない。 

１３ 業務責任者等の役割 

 ⑴ 業務責任者は、委託業務全般について一切の管理を行い、業務の履行及び運営管理等

取締りを行わなければならない。 

 ⑵ 副業務責任者は、業務責任者を補佐し、業務責任者に事故があるとき、又は業務責任

者が欠けたときは、その職務を代理する。 

１４ 現金取扱について 

 ⑴ 受託者は、業務に係る現金の取扱いのため、業務従事者の中から現金取扱員を指定し、

委託者に届けなければならない。 

 ⑵ 当日収納した水道料金等（現地精算、集金、滞納整理分を含む。）は、燕・弥彦総合

事務組合水道局会計規程（平成３１年燕・弥彦総合事務組合水道事業管理規程第１８号）

第１９条第３項に基づき、翌日までに燕・弥彦総合事務組合水道事業出納取扱金融機関

（以下、「出納取扱金融機関」という。）に納入しなければならない。ただし、翌日が出

納取扱金融機関の営業日ではない場合又はやむを得ない場合には、この限りではない。 

  なお、収納した現金については、委託者に月毎に合計した金額と件数を毎月報告するも

のとする。 

１５ 業務の再委託 

 委託業務の実施にあたり、受託者は委託者の承認を受けた場合に限り、その業務の一部を

他の者に再委託し、又は請負わせることができる。この場合、受託者は委託業務の契約に基

づく一切の義務を再委託先に遵守させるものとし、委託者に対して再委託先の全ての行為

及びその結果について責任を負うものとする。 

１６ 届出の変更 

 受託者は、次の各号に該当する事項について、直ちに委託者へ届け出なければならない。 

 ⑴ 受託者の名称、所在地、代表者、電話番号、業務責任者、副業務責任者、給水装置工

事主任技術者、現金取扱員、業務従事者等に変更があったとき。 
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 ⑵ 上記に定める事項の他、委託業務の履行上、必要があると認められるとき。 

１７ 受託者遵守事項 

 受託者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 委託業務にあたり、いかなる理由においても水道料金、下水道使用料、その他委託業

務に関する料金等（以下「水道料金等」という。）以外、金品その他のものを収受して

はならない。 

 ⑵ 委託業務の実施にあたり、個人所有物件を破壊しないように細心の注意を払わなけ

ればならない。 

１８ 収納等取り扱い現金の管理と引き継ぎ 

 受託者は、収納等を行う現金等（証券を含む。）の取扱いを、受託者の厳重な管理のもと

で行うとともに、収納した現金等及び帳票等の紛失事故等があった場合は、すべて受託者の

責任とする。 

１９ 秘密の保持 

 受託者は、委託業務の履行に際して知り得た事項は、一切第三者に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２０ 個人情報保護 

 ⑴ 受託者は、委託業務の実施に際し個人情報を取り扱うときは、別紙１「個人情報取扱

特記事項」を遵守しなければならない。 

⑵ 受託者は、業務外へのネットワーク接続、データの持ち出し、指定した使用機器以外

での処理、その他情報の漏えいの恐れがある行為は行ってはならない。 

２１ 経費の負担 

 受託者は、仕様書等に明示されていない事項でも、委託業務の性質上、当然必要なものは

委託者と協議のうえ、処理するものとする。ただし、緊急を要する場合については委託者の

指示するところによる。また、経費負担は、別紙２「経費の負担区分について」に従うもの

とする。 

２２ その他 

 当該委託業務に関するデータ及び権利については、すべて委託者に帰属するものとする。

また、当該委託業務で発生した委託成果物についても、同様とする。 

 

第２章 業務従事者の厳守事項 

受託者は次の事項を遵守し、委託業務の履行をしなければならない。 

１ 制服の着用 

業務執行のため、水道使用者等と接するときは制服を着用するとともに、みだしなみに注

意し、他の批判を受けないようにすること。 

２ 従事者証明書の携行 

 ⑴ 水道使用者等を訪問するときは、委託者が証明した従事者証明書を常に携行しなけ
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ればならない。また、水道使用者等から従事者証明書の提示を求められたときは、速や

かに提示し、これを拒んではならない。 

 ⑵ 水道使用者等と接するときは、常に顔写真付名札を着用することとし、当人と判明で

きるようにすること。 

３ 現場訪問時の対応 

 ⑴ 現場訪問で使用者等の土地又は建物等に立ち入る際は、目的を告げ、必要な範囲を越

えて立ち入ってはならない。 

 ⑵ 委託業務の履行にあたっては、態度及び言動に十分注意するとともに水道使用者等

の誤解を招くことがあってはならない。 

４ 業務専念義務 

 業務従事者は、他の営業行為等をしてはならない。 

 

第 3 章 収納率等 

１ 収納率の確保 

 受託者は、未収金について、現年度及び過年度分を問わず、不納欠損処理を行うまでは追

跡調査等を行い、その解消に最大限の努力を払うものとする。また、転出精算時の未収金に

ついても同様とする。 

 ⑴ 受託者は、水道料金等について、毎年度設定する目標収納率を達成するように努めな

ければならない。 

 ⑵ 毎年度の目標収納率は、過去３箇年度の平均収納率を参考に受託者が提案し、委託者

が定めた率とする。 

 ⑶ 目標収納率の設定は、当該事業年度の業務開始の１か月前までに定めなければなら

ない。 

 ⑷ 収納率の算定は次のとおりとする。 

  ① 現年度は、当該事業年度の３月末現在の調定額を算定基礎額とする。 

  ② 過年度は、年度末日までの調定額から、不納欠損処分金額を差引いた額を算定基礎

額とする。 

  ③ 納付額は現過年度とも、決算における収納額とする。 

④ 収納率は次の算出方法で計算する。（小数点以下第３位を四捨五入。） 

   収納率＝【納付額÷算定基礎額】×１００ 

⑤ なお、次に該当する場合は、受託者の申出により、双方協議のうえ、当該調定額を

算定基礎額から除くことができる。 

   ア 当該年度中の企業等の倒産により未収となったもの 

   イ その他特別の理由により未収となったもの 
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第４章 委託料の支払等 

１ 委託料の請求 

 委託料は月払いとし、受託者は、年間委託料総額１２分の１の額を委託者の指定手続きに

従い請求すること。 

２ 委託料の支払 

 委託者は、受託者から請求を受けたときは、受託者の履行内容を確認し、請求書を受理し

た日から３０日以内に支払うこと。ただし、委託業務の準備期間（契約締結日から令和３年

３月３１日まで）については委託料は支払わない。 

 

第５章 その他 

１ 委託業務に係るリスク分担 

 委託業務の実施に伴い想定されるリスクに対する委託者と受託者との責任分担について

は別紙３「リスク分担表」のとおりとする。 

２ 事故発生時の報告書の提出について 

 受託者は、次の各号に掲げる事故等が生じた場合、直ちにその状況を委託者に報告すると

ともに、事故報告書を作成し提出しなければならない。 

 ⑴ 領収書及び領収印の紛失等 

 ⑵ 従事者証明書の紛失等 

 ⑶ 収納した水道料金等の紛失、盗難等 

 ⑷ 委託業務に関する電子データ及びその関連文書等の紛失、滅失及びき損等 

 ⑸ 業務従事中の事故 

 ⑹ その他、委託者に報告する必要があると認めるもの 

３ 事故等の処理 

 ⑴ 前項に規定する事故等の処理については、委託者と受託者で協議のうえ行うものと

する。ただし、受託者において、事故発生時に何らかの措置を講ずる必要があると判断

した場合は、受託者の責任において当該措置を行うものとする。 

 ⑵ 受託者の責任により委託者又は第三者に損害を与えた場合は、速やかに委託者へ報

告するとともに、受託者はその損害を賠償しなければならない。なお、和解等について

は、水道局の了解を得るものとする。 

４ 苦情等の対応 

 業務の履行において苦情や問い合わせについては、受託者が誠意をもって解決にあたり、

必要に応じてその内容を速やかに委託者に報告しなければならない。 

５ 電子データ及び関連文書の保存 

 受託者は、電子データ及び関連文書を、委託者が指定する期日まで保存しなければならな

い。 

 



7 

 

６ 業務計画書及び業務実績報告書等の提出 

 ⑴ 受託者は、各年度の委託業務実施３０日前までに、委託業務を履行するための業務体

制及び業務執行計画の工程表、その他必要な事項を明示した業務計画書を提出するも

のとする。 

 ⑵ 受託者は、各年度の委託業務実施終了後速やかに、委託業務実績報告書を提出し、委

託業務の実績報告をするものとする。 

 ⑶ 受託者は、その他委託者が指示する書類・資料等について速やかに作成し、提出しな

ければならない。 

７ 業務状況報告会議の実施 

 ⑴ 委託者は、受託者の業務内容及び帳簿並びにその他の事項について、定期に受託者と

報告会議を開催するものとする。 

 ⑵ 委託者は、必要と認めたときは、受託者と臨時に業務に係る会議を開催するものとす

る。 

８ 災害時応援に係る協定 

 受託者は、委託者と別途災害時における応援協定を交わすものとする。 

９ 定めにない事項 

 仕様書等に定めのない事項については、委託者と受託者で協議する。なお、特別な理由及

び緊急を要する場合は、委託者の指示するところによる。 

 

第６章 準備期間及び引き継ぎ等 

１ 準備期間 

⑴ 受託者は、準備期間中に委託者及び現在の受託者から委託業務に関する一切の事務

を正確に引き継がなければならない。 

⑵ 準備期間内における、受託者の業務従事者の事務引き継ぎ等に係る経費については、

受託者の負担とする。 

２ 契約期間満了等による事務引継等 

⑴ 受託者は、委託業務の期間が満了する場合は、委託者及び委託者の指定する者に対し、

委託者の指定する日から委託期間満了日までの間に、また、委託期間中に契約が解除さ

れた場合は、委託者の指定する期間までに、支障なく円滑に業務ができるよう、委託業

務に関する一切の業務を正確に必要資料の提出及び技術指導により引き継ぐものとす

る。 

⑵ 受託者は、引継後に業務に疑義が生じた場合は、本契約が満了又は契約解除後であっ

ても事務引継に協力しなければならない。 

⑶ 事務引継に係る経費については受託者の負担とする。ただし、新たな受託者に帰属す

る費用は含まないものとする。 
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Ⅱ 委託業務の範囲 

第１章 上下水道料金業務に関する委託業務の内容 

 受託者が履行する業務の内容は、次のとおりとする。 

１ 窓口対応・届出等受付業務 

 ⑴ 来客対応及び電話対応 

 ⑵ 水道の使用開始又は中止の受付 

 ⑶ 預金口座振替・自動払込利用申込書の受付、金融機関等への送達 

⑷ 水道料金等の収納及び預け入れ（振替業務を含む。） 

⑸ 納付相談 

 ⑹ 収納済通知の受取 

 ⑺ 水道料金等納入済証明書の交付 

⑻ 漏水に関する水道料金減免の受付 

⑼ 窓口対応・届出受付業務に関連する苦情・問い合わせ等への対応及び関係する構成団

体の所管課等への引継ぎ・転送等業務 

⑽ その他、窓口対応・届出等受付に関する附帯業務 

２ 閉開栓・料金精算・名義変更業務 

 ⑴ 水道使用開始に伴う開栓作業 

 ⑵ 水道使用中止に伴う閉栓作業 

 ⑶ 閉栓に伴う料金等の精算業務 

 ⑷ その他閉開栓・料金精算に関連する業務 

３ 検針業務（再調査を含む） 

 ⑴ 検針日程、進行状況の管理 

 ⑵ 検針員の指導及び監督 

 ⑶ 検針順路の設定 

 ⑷ 検針事前準備 

 ⑸ 各戸検針作業 

 ⑹ 随時検針 

 ⑺ 「水道使用量等のお知らせ」の出力及び配布 

 ⑻ 使用水量の算出及び認定（推定使用水量含む） 

 ⑼ 検針時におけるメーター等不具合の発見及び報告 

 ⑽ 検針済データの抽出及び料金システムへの転送 

 ⑾ 漏水等の調査及び使用者へのお知らせ 

 ⑿ 異常水量の調査及び使用者へのお知らせ 

 ⒀ 無届使用者の氏名及び使用開始年月日等の調査 

 ⒁ 未検針の処理及び認定等処理 

 ⒂ 委託者が指定する使用者等の調査 
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 ⒃ 検針再調査及び再処理 

 ⒄ 給水条例等違反の発見及び報告 

 ⒅ 検針等に係る苦情処理等の対応 

 ⒆ 使用者の要請及び委託者が指定するお知らせ票の発送 

 ⒇ 検針に関する各種帳票作成及び報告 

 (21) その他、検針に関する附帯業務 

４ 調定・収納に関する業務 

 ⑴ 上下水道料金等の調定（当年度調定、過年度調定） 

 ⑵ 調定の更正 

 ⑶ 調定・更正に関する資料作成及び報告 

 ⑷ 水道料金減免申請等に基づく水道使用量減免処理及び調定更正処理 

 ⑸ 水道料金等の納入通知書の作成、発送 

 ⑹ 宛先不明分の調査及び納入通知書等の再発送 

 ⑺ 水道料金等の収納（現地精算を含む） 

 ⑻ 収納した現金の管理と納入済通知書等の集計処理、金融機関への入金 

 ⑼ 料金システムにおける収納消し込み 

 ⑽ 口座振替中止依頼 

 ⑾ 還付及び充当（過誤納金も含む）に係る事務処理と報告 

 ⑿ 口座振替の促進及び啓発 

 ⒀ 各金融機関の口座振替件数の集計、提出 

 ⒁ その他、調定・収納に関する附帯業務 

５ 滞納整理業務 

 ⑴ 未納者一覧リストの作成 

 ⑵ 督促状の発送 

 ⑶ 電話督促 

 ⑷ 現地訪問の計画策定及び実施 

 ⑸ 催告書発送リストの作成 

 ⑹ 催告書の発送 

 ⑺ 催告書発送者に対する納付状況の確認と申し出の整理 

 ⑻ 不納欠損データの集計、資料作成 

 ⑼ 未納者の転出先の追跡調査及び送付先変更入力 

 ⑽ 徴収整理に関する資料（交渉等の記録等）の作成、報告 

 ⑾ その他滞納整理に関する附帯業務 

６ 給水停止業務 

 ⑴ 給水停止事前協議 

 ⑵ 納入確約 
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 ⑶ 給水停止執行 

 ⑷ 給水停止情報の保持と経過確認 

 ⑸ 給水停止解除 

 ⑹ 分割納入 

 ⑺ その他給水停止に関する附帯業務 

７ その他、１～６に附帯する業務 

 ⑴ 明記されていない業務については、委託者と協議のうえ行う 

 

第２章 上下水道料金徴収業務に関する委託業務の詳細 

１ 窓口対応・届出等受付業務 

 受託者は以下に基づき窓口対応・届出等受付業務を行うこと。 

⑴ 問合せ等への対応（電話対応、苦情処理を含む） 

  ① 委託者の各組織（経営企画課、施設課、浄水場）の事務分掌を十分に把握し、委託

業務外の内容に関する問い合わせ等に関しては適切な組織に引き継ぐこと。また、

燕・弥彦総合事務組合の構成団体の各課組織についても一通り理解しておくこと。 

  ② 電話対応・苦情処理等の状況を想定したマニュアルを作成し、委託者の承認を得る

こと。また、業務従事者に、マニュアルの内容を周知徹底し、マニュアルに従って業

務を遂行すること。 

⑵ 口座振替の受付 

① 受託者は、窓口でお客さまから口座振替依頼の申込があった場合は、依頼書の受付

を行い、燕・弥彦総合事務組合水道事業出納取扱金融機関及び燕・弥彦総合事務組合

水道事業収納取扱金融機関等（以下「金融機関」という。口座振替に関しては、ゆう

ちょ銀行を含む。以下同じ。）への照会手続き等を行うものとする。 

  ② 受託者は、電話により口座振替希望の申出があった場合は、口座振替依頼書を送付

又は金融機関での申し込み手続き方法を案内するものとする。 

③ 受託者は、水道使用の開始及び停止を伴う口座振替の継続使用を受け付けた場合

は、適切な処理を行うものとする。 

④ 受託者は、お客さまからの口座振替新規申込、変更、解約の各届出を受理し、金融

機関との調整及び申込書の確認を行い、システムに入力するものとする。 

⑤ 金融機関から登録情報の変更、支店統廃合等の通知があった場合は、速やかにシス

テムに入力するものとする。 

⑥ 口座情報を新規登録又は変更登録した時は、使用者に「口座振替開始通知」を送付

するものとする。 

⑶ 水道料金等納入済証明書の交付 

① 受託者は、お客さまから水道料金等納入済証明書の交付申請があった場合は、本人

確認を行い、水道局の承認を受けた後に水道料金等納入済証明書を交付するものと
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する。 

② お客さま本人又はお客さまと同居の親族以外からの申請の場合は、委任状の提出

を求め、委任状の受領後に交付するものとする。 

③ 窓口での申請が困難な場合は、水道料金等納入済証明書交付申請書及び返信用封

筒を同封させた郵送による交付申請を促し、必要書類の確認後に交付するものとす

る。 

⑷ その他窓口受付業務に関連する業務 

① 受託者は、水道局から窓口応対・届出等受付業務に関連する協議申出があった場合

は、協力するものとする。 

２ 閉開栓・料金精算・名義変更業務 

 受託者は、閉開栓業務については委託者の指定する指定給水装置工事事業者の加入する

組合（以下、「組合」という。）と連携し、以下に基づき閉開栓・料金精算・名義変更業務を

行うこと。 

⑴ 開栓業務 

  受託者は、お客さまからの水道使用開始の届出に基づき作成された「開栓伝票」に基づ

き、組合と連携し、現地で水道メーターを取り付け、指示数の確認、止水栓の開操作を

行うものとする。 

  ① 漏水等の異常が認められた場合は止水栓を閉操作し、お客さまにお知らせすると

ともに水道局に連絡し、必要な措置を行うものとする。 

  ② 開栓作業において、閉栓期間中の水道使用が確認された場合は、水道局に報告する

ものとする。 

  ③ 開栓作業において、受託者は組合と連携し、お客さまに対して水道・下水道の料金

及びお支払方法に関するお知らせ及び口座振替でのお支払いについて申込用紙を配

布するものとする。 

 ⑵ 閉栓業務 

  ① 受託者は、お客さまからの水道使用中止に届出に基づき作成された「閉栓受付票・

精算票」により、組合と連携し、現地で水道メーターの指示数を確認する。また、必

要に応じて止水栓の閉操作をするとともに水道の不正利用防止のための処置を行う

ものとする。 

  ② 閉栓作業で異常が認められた場合は、必要な処理を行うとともに水道局に報告す

るものとする。 

⑶ 閉栓に伴う料金精算業務 

 ① 受託者は、「精算票」により現地で確認された水道メーターの指示数を基に、料金

調定を行い、納入通知書を作成し発送する。未納となっている水道料金及び下水道使

用料（以下「未納料金等」という。）がある場合は必要な関係書類、納入通知書等を

合わせて発送するものとする。 
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 ② 料金精算の受付において、現地精算を依頼された場合は、現地等にて精算業務を行

うものとする。未納料金等がある場合は、併せて収納するものとする。 

 ③ 料金精算業務に係る 1日の業務状況は、業務日報により、水道局に報告するものと

する。 

⑷ その他、閉開栓・料金精算に関連する業務 

 受託者は、未作業、誤閉開栓がないよう細心の注意をもって委託業務を履行する。また、

水道局から閉開栓業務に関連する依頼があった場合は、協力するものとする。 

 

３ 検針業務（再調査を含む） 

⑴ 検針日程、進行状況の管理 

① 受託者は、水道局が定める検針基準日に従い、年度当初に検針定例日程表を作成し

水道局の承認を得て定例検針日を確定し、検針を実施する。ただし、災害又は天候不

良等により実施が困難な場合は、水道局と協議を行い、延期又は中止することができ

る。 

⑵ 検針員の指導及び監督 

 ① 受託者は、新規に検針業務委託を行おうとする場合は、燕市内又は弥彦村内に在住

する者と契約するよう努めなければならない。 

 ② 検針業務については、水道料金を決定する重要な業務であること、お客様に接する

機会が多く、その行動が燕・弥彦総合事務組合水道事業全体の品位に影響することな

どを自覚させるよう努める。また、この認識に基づき、お客様に対して親切丁寧かつ

節度ある態度で検針業務の円滑な履行ができるよう指導する。 

③ 個人情報の取扱いについては、管理マニュアルを作成し、検針用端末及び帳票類の

厳正な管理運用に努める。 

 ④ 受託者は、検針業務に伴う事故等に備え、傷害保険及び損害賠償保険に加入し、検

針業務履行中に事故があった場合は、適切に対応しなければならない。 

⑤ 受託者は検針業務履行中に事故があった場合若しくはお客さまの財産等に損害を

与えた場合は、速やかに水道局に報告しなければならない。また、この場合において

お客さまに対して損害賠償の義務が生じたときは、賠償交渉の内容等について、水道

局に報告しなければならない。なお、和解等については、水道局の了解をとるものと

する。 

⑶ 検針事前準備 

定例検針日程に合わせ、料金システムから検針に必要なデータを検針用端末に取り込

む。 

⑷ 「水道使用量等のお知らせ」の出力及び配布 

① 検針用端末から出力された「水道使用量等のお知らせ」（以下「お知らせ票」とい

う。）は、お客さまの住所・氏名・メーター番号・口径・水道料金等を確認のうえ、
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郵便受け又はお客さま指定の場所に確実に投函する。投函できる場所のない場合は

持ち帰りとし、水道局内で一定期間保管する。 

 ② お客さまからお知らせ票の再発行依頼を受けた場合は、再発行し使用者へ発送又

は配布する。 

⑸ 検針時におけるメーター等不具合の発見及び報告 

① 水道メーターの故障、凍結等による水道メーターの破損、逆取付け、表示不良等を

発見した場合は、水道局と協議のうえ対応する。 

   メーターボックスの上流側に漏水を発見した時は、直ちに水道局に報告する。 

⑹ 漏水等の調査及び使用者へのお知らせ 

 ① 検針時に異常水量（多水量、少水量、使用水量なし）等が認められた場合は、お客

さまから事情を聴取するなど異常水量の原因調査を行い、その結果を使用者に説明

する。なお、お客さまが不在で異常水量の原因について確認が取れなかった場合は、

電話又は文書等でお客さまに知らせる。 

 ② 漏水等の可能性がある場合は、お知らせ文書と指定給水装置工事事業者一覧表を

渡し、使用水量がいつもより多いこと、漏水があった場合は漏水箇所によっては指定

給水装置工事事業者で修理・証明を受ければ減免可能なことを説明する 

 ③ お客さまからの問い合わせには、誠意をもって対応し、十分な説明を行い合意が得

られるように解決する。但し、受託者の判断により解決が困難な場合は、委託者と協

議すること。 

⑺ 未検針の処理及び認定等処理 

 工事等により検針が実施できない場合や屋内メーターの検針ができない場合は、複数

回、現地訪問し、現地の変化に迅速に対応し検針を行う。なお、状況が改善されない場

合は、委託者、お客さまに状況を説明し水量認定等の処理を行う。未検針の処理期限は、

当該調定処理日の前日までとする。 

４ 調定・収納に関する業務 

⑴ 検針データの確認及び登録処理 

  ① 検針データについて、未検針、使用水量、異常コードの入力等処理すべき事項につ

いて確認をし、入力が完了した後に調定処理を行い、当該期の料金を確定させる。 

   また、料金システムで正確な料金を自動計算できない場合は調定更正を行い、調定金

額を修正する。 

  ② 下水道使用料の認定排水汚水量に係る処理の依頼を水道局（構成団体の下水道使

用料の担当部署を含む。）から文書により受領した場合は、速やかに処理を行う。 

⑵ 納入通知書等の作成、発送 

  確定した料金により納入通知書等（現地納付書を除く）を、毎月 27日前後に対象者に

発送する。納入通知書が返戻された場合は住所等を確認し、送付先に誤りがあった場合は、

料金システムの送付先を訂正し、再発送又は再配布する。 
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⑶ 料金収納 

 水道料金等の収納は、原則、水道局の窓口で行う。但し、お客さまから集金依頼があっ

た場合及び受託者が必要と判断した場合は、訪問により集金を行う。 

⑷ 入金処理 

 窓口で水道料金等を収納した場合は、受付簿へ登録し徴収計算書を作成する。現金書留

により水道料金等を収納した場合は、受付簿への登録、領収書の発行及び発送を行う。ま

た、過不足がある場合は、お客さまに連絡し徴収もしくは還付する。 

 収納した水道料金等は、徴収計算書と金額を照合し、委託者が指定する金融機関へ現金

と納付書と現金払込書を用いて納入する。 

⑸ 調定・更正に関する資料作成及び報告 

① 受託者は、調定の更正処理を行おうとするとき、燕・弥彦総合事務組合水道給水条

例等の規定を遵守し、調定更正処理伺を作成のうえ、水道局の決裁を受けなければな

らない。 

② 受託者は、調定の更正処理を行ったときは、お客さまに通知しなければならない。

ただし、お客さまの申請に基づく更正処理の場合は、通知を省略することができる。 

⑹ 還付及び充当（過誤納金も含む）に係る事務処理と報告 

① 受託者は、収納金のうち過納又は誤納となったもの（以下「過誤納金」という。）

がある場合は、水道料金及び下水道使用料の過誤納金整理簿を作成し、水道局に報告

するものとする。 

② 過誤納金整理簿に整理した過誤納金の取扱いについては、次の手続きを行うもの

とする。 

③ 水道料金にあっては、速やかに還付手続きすることを原則とするが、納入期限を経

過した未収金があるときに限り、民法に定めるところにより相殺するものとする。 

④ 下水道使用料にあっては、納入期限を経過した未収金があるときに限り、地方税の

例により充当処理を原則とするが、未収金が無いときは速やかに還付の手続きを行

うものとする。 

⑤ 過誤納金整理簿により月間の状況を管理し、翌月１０日までに水道局に報告する

ものとする。 

⑥ 過誤納金に対して、法定利息又は還付加算金を付加する状況にならないよう、速や

かに処理しなければならない。 

⑺ 口座振替データの作成、配布 

 金融機関に対する口座振替依頼は、振替指定日の５営業日前までに口座振替依頼記録

済媒体の配付により行う。 

⑻ 料金システムにおける収納消し込み 

 ① 受託者は、毎日、出納取扱金融機関から受領する収納済通知書により収納消込処理

を行うものとする。 
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② コンビニエンスストア等で収納した収納情報は、毎日、定時に専用端末で速報デー

タを受信し、速報消込処理を行うものとする。 

③ コンビニエンスストア等で収納した収納情報は、予め決められたスケジュールに

応じて専用端末により確報データを受信し、収納代理業者より送付される入金報告

書を受領次第、直ちに確報消込を行うものとする。 

④ 受託者は、振替日の３営業日以内に金融機関より口座振替結果記録済媒体を受領

し、受領後は速やかに収納消込を行うものとする。なお、口座振替結果記録済媒体の

受領の方法としては、金融機関からの送付もしくは受託者による金融機関からの回

収とする。 

⑼ 口座振替中止依頼 

 口座振替データ作成後、何らかの理由により口座振替を中止する必要が生じた場合は、

金融機関へ振替指定日の 3営業日前までに報告する。 

⑽ 金融機関別件数金額一覧表 

 口座振替入金後、金融機関別件数、金額及び振替手数料に関する資料を毎月 1回作成し

委託者へ提出する。 

⑾ その他 

収納方法については、口座振替又は自主納付以外の方法を開始する場合は、双方協議の

うえ対応するものとする。 

５ 滞納整理業務 

⑴ 徴収整理準備 

  水道料金等の納入期限に納入されなかった未納者に対して、督促状を発送する。 

 ⑵ 徴収整理計画の策定 

  督促状の発送後においても水道料金等が納付されないものを対象として「未納者一覧

表及び個人票」を作成し、電話督促や現地訪問督促による徴収整理計画を作成する。 

 ⑶ 徴収整理 

 徴収整理計画に基づき、電話督促、現地訪問督促により水道料金等の徴収を行う。なお、

お客さまを訪問し、その場で水道料金等を徴収する場合は、領収書等を作成し納入者に交

付する。 

⑷ 現地訪問督促 

 ① 現地訪問による督促を実施した場合に、お客さまが不在の時は、未納となっている

水道料金等の明細を記載した文書を投入するとともに、日を改めて再度 1 回以上訪

問する。また、この場合には、訪問する時間帯、曜日等を変更する。 

   なお、文書の形式はあらかじめ委託者と協議するものとする。 

 ② 給水区域外在住者（既閉栓及び既休止者を含む）については、委託者と協議し適宜

現地訪問を図る。 

⑸ 徴収整理状況の報告 
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 徴収行動があった日の金額・訪問記録等を記した計算書を作成する。訪問記録をもとに、

納入義務者毎に未納額、請求年月日、督促方法、応答履歴及び履行不能事由等を詳細に記

載した個人票を作成し、滞納に至った経緯等を常に把握するとともに、後日委託者に報告

する。 

⑹ 不納欠損処理 

 燕・弥彦総合事務組合水道給水条例第 31条の規定により破産、死亡、行方不明等の理

由によるものについて、委託者と協力して聞き取り等の調査を行う。委託者の決裁を受け

て、不納欠損処理を行う。 

⑺ 時効の管理 

① 受託者は、正確な時効の管理に努めなければならない。 

② 受託者は、お客さまから時効の援用の申し出があった場合は、文書の提出を依頼し、

水道局に報告するものとする。 

③ 受託者は、水道料金と下水道使用料に係る時効管理の内容の違いを理解し、それぞ

れの未収金に対する適切な管理に努めるものとする。 

⑻ 支払督促  

水道局が支払督促制度を利用しようとする場合、受託者は、必要とする資料の作成に協

力するものとする。 

⑼ 破産、民事再生、会社更生 

受託者は、破産債権届出書等の法的手続きに必要な資料の提出を水道局から求められ

たときは、その資料の作成に協力するものとする。 

６ 給水停止に関する業務 

⑴ 給水停止事前協議 

 ① 受託者は、給水停止予告の納入期限を過ぎた未収金（以下「滞納金額」という。）

のあるお客さま（以下「給水停止執行予定者」という。）について、給水停止執行計

画を作成し、給水停止予定件数、滞納金額の集計表、給水停止執行予定者一覧表を添

えて水道局に提出し、給水停止決定通知書送付の承認を受けるものとする。 

② 給水停止決定通知書は、給水停止執行日の７日前までに給水停止執行予定者に送

付するものとする。 

⑵ 納入確約 

① 受託者は、滞納金額の全額を給水停止執行日までに一括納入することが困難な給

水停止執行予定者から納入に関する相談を受けたときは、支払いに関する計画の協

議を行い、納入確約書を提出させ、一括もしくは分割による納入を認めることができ

る。 

② 納入確約書を提出した給水停止執行予定者に対しては、支払計画どおりの支払い

を促すとともに、定期的に納入状況を把握し、納入が遅延しないよう指導するものと

する。 
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③ 納入確約書及び交渉履歴の情報は、問い合わせ等に速やかに対応できる状態で保

管するものとする。 

④ 給水停止執行予定者が生活困窮者と思われるときは、水道局と協議のうえ対応す

るものとする。 

⑤ 給水停止執行予定者に該当しないお客さまから納入に関する相談を受けたときは、

水道局と協議のうえ対応するものとする。 

⑥ 納入確約書を提出後、支払計画に基づく支払いが滞ったお客さま（以下、「確約不

履行者」という。）は、直ちに給水停止の対象として水道局へ報告するものとする。 

⑦ 確約不履行者の給水停止執行にあたっては、「⑴給水停止事前協議」の手順によら

ず水道局の承認を受けた時点より給水停止の執行を行う事ができるものとする。 

⑧ 確約不履行者の給水停止執行にあたり、納入に関する相談を受けた場合は、状況に

応じて再度納入確約書を提出させる事で、給水停止執行の中止又は、解除を行うこと

ができるものとする。 

⑶ 給水停止執行 

 ① 受託者は、給水停止執行業務を給水停止執行計画に基づき実施するものとする。 

② 給水停止当日の執行状況は、当日の営業時間終了までに水道局に速報として報告

するものとする。 

③ 給水停止当日の執行状況を取り纏め、翌営業日の始業時間までに水道局へ報告す

るものとする。 

 ④ 給水停止の執行は、原則毎月とする。執行当日は、執行計画に基づいて給水を停止

し、給水停止執行通知書を郵便受け、玄関等に差し置く。なお、執行当日は的確な対

応が取れるように待機体制等を整える。 

   執行当日は、止水栓閉止（閉栓キャップ止め）により給水を停止する。 

⑷ 給水停止解除 

 ① 受託者は、給水停止執行後に給水停止の対象となった滞納金額のすべてが納入さ

れた場合、給水停止を解除するものとする。 

② 全額納入以外の給水停止の解除条件については、水道局と協議のうえ別途定める

ものとする。 

③ 給水停止解除は、原則として窓口開設時間内とする。 

④ 給水停止執行当日は、窓口開設時間外での解除申し込みにも対応可能な体制を整

えるものとする。この場合において、対応延長時間の範囲については受託者が水道局

の承諾を得たうえで決定するものとする。 

⑸ 給水停止情報の保持と経過確認 

 ① 受託者は、給水停止及び給水停止解除までの交渉と作業の経過をシステムに入力

して給水停止関連情報を保持するものとする。 

② 受託者は、給水停止後１週間以内に給水停止解除に至らなかった給水装置につい
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ては、現地において経過を確認し、水道局に報告するものとする。 

⑹ 分割納入 

① 受託者は、給水停止後の水道料金及び下水道使用料の分割納入（以下「分納」とい

う。）を原則として受け付けないこととする。ただし、やむを得ないと判断される場

合はこの限りではない。 

② 分納を認める場合は、「⑵納入確約」に定める方法によるものとする。 

③ 分納の不履行を確認した場合、速やかに納入を促し、滞納金額の解消に努めるもの

とする。また、交渉経過をシステムに入力するものとする。 

④ 分納の対象となったお客さまの各種情報については、毎月、水道局に報告するもの

とする。 

７ その他１～６に附帯する業務 

⑴ 受託者は、検針、調定、収納業務に係る統計書のほか、水道局が必要とする各種統計

書等についても定期的に作成し、報告するものとする。 

統計書の様式等については、双方協議のうえ決定するものとする。 

 ⑵ 受託者は、受託業務の円滑な履行に必要な事項について、事前に水道局の許可を得て、

関係する構成団体の他課・他係との連絡調整を行うことができるものとする 

⑶ 本仕様書に定めのない事項については、水道局及び受託者の協議により、委託業務を

円滑に履行するものとする。 

 

第３章 漏水調査及び水道管維持修繕補助業務の内容 

 受託者が履行する業務の内容は次のとおりとする。 

１ 漏水調査業務 

 ⑴ 漏水調査の受付・現地対応 

 ⑵ 使用者負担区分における漏水対応 

 ⑶ 水道局負担区分における漏水対応 

２ 故障修繕工事における立会業務 

 ⑴ 故障修繕工事の受付及び工事業者の手配 

 ⑵ 故障修繕工事の通知及び打合せ 

 ⑶ 施工状況の確認及び指導監督等 

 ⑷ 行政手続 

３ 他工事に係る水道管の照会・回答及び現地立会業務 

 ⑴ 水道管埋設位置照会の受付及び回答 

 ⑵ 現地立会等 

 ⑶ 立会結果の確認及び保管 

４ 給水工事に関する受付補助業務 

 ⑴ 一般、不動産業者等の配水管調査の窓口対応 
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 ⑵ 指定給水装置工事に関する受付補助業務 

 ⑶ 給水装置工事申込書の受付及び審査 

 ⑷ 給水装置工事の指導監督及び検査 

５ その他、１～４に附帯する業務 

 ⑴ 明記されていない業務については、委託者と協議のうえ行う 

 

第４章 漏水調査及び水道管維持修繕補助業務の詳細 

１ 漏水調査業務 

⑴ 受託者は、給水加入者（以下、加入者とする。）等から漏水が疑われる旨の通報があ

った場合に止水栓とその周辺及び水道メーターを調査対象とし、水道メーターの目視

及び漏水探知器、音聴棒等を用いて漏水を調査するものとする。なお、水道局は、受託

者に調査に必要な機材を貸与するものとする。  

⑵ 受託者は、漏水原因が第一止水栓から給水側（水道メーターを除く二次側）にあると

認めた場合は、文書等により加入者に状況を通知するとともに、修理の依頼を行うもの

とし、対応状況を随時水道局に報告するものとする。 

⑶ 受託者は、漏水原因が配水管及び配水管から第一止水栓までの配水管側（一次側）に

あると認めた場合は、工事事業者を手配し、水道局が指定する様式に漏水箇所、漏水状

況、工事事業者への依頼状況等を記載のうえ、随時水道局に報告するものとする。なお、

漏水修理に係る費用は、水道局が負担するものとする。 

２ 故障修繕工事における立会業務 

 ⑴ 故障修繕工事の受付及び工事業者の手配 

  ① 受託者は、水道施設の故障を受付けた場合、現地確認後、工事業者を手配し、水道

局が指定する様式に故障箇所、故障状況、工事業者への依頼状況等を記載のうえ、随

時水道局に報告するものとする。なお、故障修繕工事（以下「修繕工事」という。）

に係る費用は、水道局が負担するものとする。 

⑵ 故障修繕工事の通知及び打合せ 

① 水道局は、必要に応じ修繕工事の施工場所、施工予定日、工事業者、打合せ日程等

について受託者に通知するものとする。 

② 受託者は、水道局から前項の通知があったときは、水道局と故障状況の確認、断水

の有無、修繕方法の検討、使用資材の選定等、修繕工事に関する事前打合せを行うも

のとする。 

③ 修繕工事に必要な資材（支給材料）は水道局が用意するものとする。 

⑶ 施工状況の確認及び指導監督等 

① 受託者が修繕工事の現場立会を行う範囲は、現場の掘削開始時から通水復旧時ま  

でとする。但し軽微な修繕工事等現場状況によってはこの限りでない。 

② 受託者は修繕工事の状況を確認しながら必要に応じ工事業者の指導監督を行うと
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ともに、故障の状況、修繕方法の確定、使用資材の選定、復旧見込時間等について随

時水道局に報告するものとする。 

③ 故障状況の確認後緊急的に必要となった資材については受託者が水道局に連絡し、

水道局が工事箇所へ手配するものとする。但し水道局の状況により対応が困難な場

合は、水道局と受託者で調整のうえ、対応するものとする。 

④ 受託者は、故障の状況により修繕方法や修繕範囲が当初想定と大きく異なると判

断した場合は、早急に水道局に連絡し水道局と受託者で修繕方法を検討するものと

する。 

⑤ 受託者は、通水が復旧した時点で、残留塩素、透明度、臭気等の水質確認を行うも

のとする。 

⑷ 行政手続 

① 緊急工事の場合は、修繕工事に必要な警察署への「道路使用許可申請書」、道路管

理者への「道路工事施工承認申請書」、及び消防署への「緊急工事届」等行政手続を

水道局と受託者で協議のうえ行うものとする。   

３ 他工事に係る水道管の照会・回答及び現地立会業務 

⑴ 水道管埋設位置照会の受付及び回答 

① 受託者は、他事業者から他工事に係る水道管埋設位置の照会があった場合、水道

管等への影響の有無、現地立会の必要の有無を文書（ファクシミリ等）により回答

するものとする。また、必要に応じ、配管状況を示す管網図等を他事業者に提供す

るものとする。 

② ファクシミリによる照会及び回答に対応する他事業者はガス、電気、電話等公益

性の高い業種関連の他事業者とする。 

③ 既設水道管の確認方法は、配水管・給水管システム、水道工事竣工図等、水道局が

貸与する資料に基づいて確認するものとする。  

⑵ 現地立会等  

① 受託者は、他工事による水道管等への影響が懸念され、現地立会が必要と判断さ

れる場合、又は他事業者から求めのあった場合は、現地マーキング又は他工事の施

工時（事前試掘を含む。）に現地立会を行うものとする。 

② 受託者は、別に定める「立会要領」に基づき、他工事により水道管等への影響があ

ると判断される場合は、水道管等と他事業者構造物との離隔の確保、水道管等の防

護等対策の検討を行い、他事業者に対しその内容を指示するものとする。 

③ 受託者は、必要に応じ、埋戻し状況等、他工事の事後確認を行うものとする。 

⑶ 立会結果の確認及び保管  

① 受託者は、試掘等により水道管の位置が明確になった場合又は他事業者に防護等

対策の指示を行った場合は、その内容について他事業者と確認を交わした立会結果

記録を作成し、水道局並びに他事業者双方で保管するものとする。 
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② 受託者は、現地立会を行った場合は、必要に応じ立会状況を写真撮影し保管する

ものとする。 

４ 給水装置工事に関する受付補助業務 

 ⑴ 一般、不動産業者等の給配水管調査の窓口対応 

  ① 受託者は、一般、不動産業者の給配水管調査に必要な管路情報（個人情報を含むも

のは委任状が必要）を配水管・給水管システム、水道工事竣工図、給水台帳等、から

複写して提供するものとする。 

 ⑵ 指定給水装置工事事業者の給水装置工事事前相談等の窓口対応 

  ① 受託者は、給水装置工事の相談等に関する管路情報（個人情報を含むものは委任状

が必要）を配水管・給水管システム、水道工事竣工図、給水台帳等、から複写して提

供するものとする。 

  ② 受託者は、給水装置工事申込みに関する事前相談及び調整を行うものとする。 

⑶ 給水装置工事申込書の受付及び審査 

① 受託者は、指定給水装置工事事業者が持参する｢給水装置工事申込書｣等に必要事

項が記載されているか確認のうえ受理するものとする。  

② 受託者は、｢給水装置工事施行指針｣等との照合等による審査を行うものとする。

また、申込内容に不備等がある場合、申請事業者と協議または指導を行うものとす

る。 

⑷ 給水装置工事の指導監督及び検査 

① 受託者は、配水管からの分岐・取出し等がある場合、現地立会を行うものとする。 

② 申込のあった給水装置工事にかかるメーターを指定給水装置工事事業者の申し出

により出庫するものとする。 

③ 受託者は、工事の竣工後、事業者から提出される｢給水装置工事竣工報告書｣｢給水

装置工事自主検査報告書 兼 竣工後工事検査申請書｣等（以下「報告書等」という。）

を受理するものとする。 

④ 受託者は、｢報告書等｣受理時、竣工検査手数料を受領するとともに検査日を決定す

るものとする。 

⑤ 受託者は、｢給水装置工事施工指針｣等を基本として照らしつつ竣工検査を行い、施

工方法に不備等がある場合は再施工指示を含め指導を行うものとする。 

５ その他１～４に附帯する業務 

⑴ 受託者は、漏水調査、修繕業務、給水装置工事受付等に係る統計書のほか、水道局が

必要とする各種統計書等についても定期的に作成し、報告するものとする。 

統計書の様式については、水道局と受託者で協議のうえ決定するものとする。 

 ⑵ 本仕様書に定めのない事項については、水道局及び受託者の協議により決定し、委託

業務を円滑に履行するものとする。ただし、緊急を要する場合については水道局の指示

によるものとする。 



別紙１ 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 燕・弥彦総合事務組合水道局（以下「委託者」という。）から契約をうけた者（以

下「受託者」という。）は、この契約による業務を処理するに当たっては、個人の

権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（機密の保持） 

第２ 受託者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は

不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も同様とする。 

（再委託の禁止） 

第３ 受託者は、この契約による業務を自ら処理するものとし、やむを得ず他に再委託

するときは委託者の承諾を得るものとする。 

（目的外収集・利用の禁止） 

第４ 受託者は、この契約による業務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用す

るときは、受託業務の目的の範囲内で行うものとする。 

（第三者への提供の禁止） 

第５ 受託者は、この契約による業務を処理するために収集し、又は作成した個人情報

が記録された資料等を、委託者の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 受託者は、この契約による業務を処理するため委託者から提供を受けた個人情報

が記録された資料等を、委託者の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（適正管理） 

第７ 受託者は、この契約による業務を処理するため委託者から提供を受けた個人情報

の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。受託者自らが当該業務を処理するため

に収集した個人情報についても、同様とする。 

（資料等の返還等） 

第８ 受託者はこの契約による業務を処理するために、委託者から提供を受け、又は受

託者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完

了後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指示

したときは当該方法によるものとする。 

（実施調査） 

第９ 委託者は、必要があると認めるときは、受託者がこの契約による業務の執行にあ

たり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査することができる。 

（事故の場合の措置） 

第１０ 受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知

ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。 



別紙２ 

 

経費の負担区分について 

 

 経費負担の区分については、次のとおりとする。なお、下記の記載以外の経費の負担 

については、委託者と受託者で協議のうえ定めるものとする。 

 

○委託者が負担するもの 

区分 備考 

建物維持管理費 庁舎に係る維持管理費 

システム関連費 ①料金システム維持管理に係る経費 

②料金システム保守に係る経費 

③システム端末９台、プリンター３台 

④バーコード読み取り機 ２台 

⑤検針用端末３７台、周辺機器、バッテリー 

 必要数＋予備分７０個 

⑥施設管理システム端末１台 

⑦給水維持用パソコン端末１台 

光熱水費 庁舎の電気料、水道料金、下水道使用料 

通信費 庁舎の電話使用料（受託者の携帯電話等を 

除く） 

セキュリティ費 庁舎防犯経費に係る経費 

清掃費 庁舎内清掃に係る経費 

業務車両駐車場 庁舎駐車場を利用 

郵便料 料金徴収及び検定満期メーター交換のお知ら 

せ等に係る郵送料 

収納手数料 口座振替手数料、郵便振替手数料 

コンビニエンスストア収納手数料 

印刷製本費 水道料金口座振替・自動払込利用申込書 

各種封筒、納付書、業務に必要なコピー用紙 

検針お知らせ票ロール紙、 

はがきシーラー用紙 

（水道料金等納入通知書・督促状・催告書 

・給水停止通知書・メーター検定満期通知書） 



事務用備品 

 

 

 

コピー機、ＦＡＸ（共用とする） 

机、椅子、ロッカー、キャビネット、 

書庫等（貸与とする） 

（注）事務用備品の必要数については、委託 

者と受注者との間で協議する。 

漏水調査等業務関連費 ①現地作業に用いる工具及び調査器具等に係る費

用 

②現地作業に用いる検査用試薬等の消耗品費用 

 

 

○受託者が負担するもの 

区分 備考 

車両維持経費 業務用車両に係る全経費 

①車両購入費（車、バイク、自転車等） 

②車検及び定期点検整備費用 

③燃料費 

④損害保険料・自賠責保険 

⑤その他車両に係る付属品 

保険料 水道料金等検針に伴う損害賠償責任保険料等 

水道料金等収納に伴う現金運送賠償責任保険料等 

通信費 受託者の電話使用料（携帯電話購入費含む） 

事務用備品 パソコン、プリンター（料金システム、給水維持関

連を除く※１） 

現金取扱時に使用する領収日付印 

筆記用具 

金庫 

レジスター 

被服費 従事者用の被服、雨具等 

 

 

※１ ただし、引き継ぎ期間の料金システム及び施設管理システムの習熟のために必要

な機器及びシステム設定については、受託者の負担とする。 
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リスク分担表 

カテゴリ リスクの種類 No リスクの内容 
リスク分担 

委託者 受託者 

前提条件 

経費リスク 1 受託者の責による経費の増加  ○ 

2 委託者の責による経費の増加 ○  

法令変更リスク 
3 

事業運営に関する国の法令、制度変更による仕様 

の変更 
 ○ 

4 燕・弥彦総合事務組合条例その他許認可の変更に

よる仕様の変更 
○  

要求水準 

(一般事項） 

業務監視リスク 

5 業務履行計画書による状況調査、監視及び評価 ○  

6 
委託者が実施する履行状況確認に伴う調査、監視

及び評価への協力 
 ○ 

業務管理リスク 

7 
業務従事者の安全及び健康の確保及び、労働災害 

の防止業務範囲の統括的な管理 
 ○ 

8 労働災害が発生した場合の必要な措置  ○ 

9 業務従事者に対する労務、安全、教育及び訓練  ○ 

10 業務計画、年次計画及び月次計画の策定に伴う業

務の総合的な管理 
 ○ 

11 豪雨、台風、地震等による業務の重大な障害に対す

る連絡、協力体制の整備 
○ ○ 

受託者及び業務 

従事者の業務執 

行リスク 

12 業務従事者の厳守事項の遵守による水道使用者等 

への適切な対応 
 ○ 

13 水道料金等以外の金品その他の収受  ○ 

14 受託者の故意若しくは過失に起因する水道使用者 

等又は第三者の所有物件の破損 
 ○ 

個人情報漏えいリ

スク 

15 受託者の個人情報の保護に関しての義務  ○ 

16 委託者の個人情報の保護に関する実施機関として 

の責務 
○  

事務引継ぎリスク 17 契約期間の満了または契約が解除された際の、本 

業務に係る一切の事務の速やかな引継ぎ 
 ○ 

緊急時の対応リス

ク 

18 災害及び事故の緊急事態に対する初動対応に関す 

る指示 
○  

19 災害及び事故の緊急事態の際の初動対応に係る費 

用 
○ ○ 

要求水準 

(業務の実施) 

賠償リスク 20 受託者の責により委託者が貸与した機器又は物品

の破損及び故障などが発生した際の修理などに係

る場合 

 ○ 

21 受託者の故意又は過失による第三者への賠償  ○ 

22 受託者が委託業務において導入した機器の破損及

び故障による第三者への賠償及びその修理 
 ○ 

帳票類の取扱リス 

ク 

23 帳票類などの紛失、盗難などが発生した場合の委

託者への届出及びその修復に伴う処置 
 ○ 

現金取扱リスク 24 現金取り扱い上のトラブル（盗難、紛失、横領）  ○ 

受託者による効率 

運営等の提案リス 

ク 

25 業務及び効率的な管理や運用に対する方策の提案  ○ 

26 業務及び効率的な管理や運用に対する方策の提案 

に対する承諾 
○  

委託者による委託

業務見直しリスク 

27 法令等の改正その他の理由に伴う委託業務の追

加、修正の提案 
○  

28 委託業務の追加、修正に伴う業務執行体制の見直

し等 
 ○ 
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燕・弥彦総合事務組合水道局業務量

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

数値 数値 数値

給水人口（人） 88,206 87,393 86,822

年間総配水量（㎥） 14,033,946 13,297,801 12,886,348

１日平均配水量（㎥/日） 38,449 36,432 35,209

総有収水量（㎥） 12,300,455 11,968,189 11,728,002

１日平均有収水量（㎥/日） 33,700 32,790 32,044

当該事業従事者（人） 24 25 28

調定件数（件） 453,797 455,617 459,344

月平均調定件数（件/月） 37,816 37,968 38,279

調定金額（千円） 1,909,700 1,958,796 2,034,440

月平均調定金額（千円/月） 159,142 163,233 169,537

口座振替件数（件/月） 31,501 31,251 31,282

振替不能件数（件/月） 828 1,028 744

納入通知書発送件数（件/月） 5,352 5,568 6,132

使用水量のお知らせ発送（件/月） 0 0 0

コンビニ収納件数（件/月） 4,952 5,295 5,802

出納及び収納取扱金融機関（金融機関数） 11 11 11

過年度未納金額（千円） 7,132 5,517 5,015

過年度収納率（％） 94.8 96.9 96.0

現年度未納金額（千円） 172,674 146,725 155,674

現年度収納率（％） 91.0 92.5 92.3

電話応対件数（件/日） 14.1 16.8 19

窓口収納件数（件/日） 9.8 9.9 12

口座登録（新規・変更）件数（件/年） 1,622 1,567 1,513

年間開閉栓件数（件） 6,276 6,784 6,214

使用開始件数（件/年） 3,167 3,626 2,868

休止件数（件/年） 3,109 3,158 3,346

現地精算件数（件/年） 0 0 0

新設件数（件/年） 347 492 494

検定満期メーター交換件数（件/年） 5,057 2,575 5,158

督促通知書発送件数（件/月） 1,497 1,520 1,452

催告通知書発送件数（件/月） 387 473 537

給水停止通知書発送件数（件/年） 169 177 176

給水停止執行件数（件/年）（）内は停止期間中 303（56） 302（75） 298（68）

検針員人数（人） 48 50 50

検針件数（件/月） 37,628 37,786 38,093

再検針件数（件/月） 199 188 250

検針サイクル 毎月 毎月 毎月

誤検針率（％） 0.00015 0.00019 0.00016

メーター再検針調査件数（件/月） 199 191 250

漏水減額件数 276 121 29 H29大寒波

漏水減額金額 7,311,304 3,507,963 259,630 H29大寒波

重複件数 347 341 193

還付件数 126 85 55

公道漏水調査件数（件/年） 93 111 69

民地内漏水調査件数（件/年） 113 115 74

公道故障修繕件数（件/年） 139 182 140

民地内故障修繕件数（件/年） 160 153 122

電気・通信・ガス等照会件数（件/年） 306 400 277

土建工事業者等照会件数（件/年） 204 215 249

電気・通信・ガス等立会件数（件/年） 46 60 40

土建工事業者等立会件数（件/年） 40 43 52

新規申込件数（件/年） 291 350 362

改造申込件数（件/年） 235 232 243

新設検査件数（件/年） 301 319 359

改造検査件数（件/年） 235 200 248

備考項　　　　　　　目

事業規模

調定・収納

未納金額

重複・還付

窓口業務

開栓・閉栓

検針

滞納整理

調定更正

漏水調査

故障修繕

他工事

給水装置

水道局職員
1名に対する
補助員

水道局職員
２名に対する
補助員


